
 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画策定の考え方 
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１ 計画の目的 

実施計画は、本市の基本目標である「人が輝き躍動するまち・浦安」の実現に向けて、基本計画で示

す施策の体系にもとづき、計画的効率的に施策を推進していくため、３ヵ年で取り組む具体的な事業に

ついて定めるとともに、各年度の予算編成や事業執行の指針として策定します。 

 

２ 計画の策定方針 

第３次実施計画では、第１次、第２次実施計画の成果を踏まえ、以下の点に留意しながら策定しまし

た。 

  

１）計画策定の基本方針 

①重点的に取り組む施策や事業を明確にする 

平成18年度から平成20年度までの３ヵ年で、特に重点的に取り組むべき課題を「５つの視点」として

設定します。 

②これまでの実施計画で取り組んできた事業の完成をめざす 

第３次実施計画の計画期間が平成 20年度までであり、現在の基本計画の計画期間(平成 22年度)

の終盤にさしかかることから、第１次、第２次実施計画で取り組んできた事業の完成をめざすとともに、残

された懸案や課題についても取り組みます。 

③次期基本計画の策定につながる計画とする 

中・長期的な課題や問題について、対応すべき方向性を見出し、次期基本計画の策定を視野に入

れた計画として策定します。 

 

２）計画の期間 

平成18年度から平成20年度までの３ヵ年を計画期間とします。 
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３）計画の対象 

実施計画の対象事業の基本的考え方は以下のとおりです。 

① ３ヵ年間で特に重点的に取り組む課題として定めた「５つの視点」の具現化を目指す計画事業や施

策などを対象とします。 

② 基本計画に示す56の具体的施策を推進していくため、重点的に取り組む事業を対象とします。 

③ 実施計画事業は、計画事業と主要事業で構成します。計画事業は、この計画期間内に新たに取り

組む事業や、内容を充実して取り組む事業、さらには第２次実施計画から継続して取り組む事業とし

ます。主要事業は、既に実施している事業で、具体的施策を推進していくうえで基幹的に取り組んで

いる事業とします。 

④ 国、県、民間などが実施する事業についても、本市のまちづくりや施策の推進上、特に重要な事業

については計画の対象とします。 

 

４）計画の構成 

実施計画は、３ヵ年で取り組む具体的な事業を定めた事業計画と、財政収支見通しで構成します。 

事業計画は、計画期間内に重点的に取り組む施策や事業を設定するとともに、基本計画との関連を

明確にするため、基本計画の施策体系に基づく構成とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画人口と世帯数 

これまでの人口の伸びや新町地域の住宅開発などから想定した平成22年（2010年）4月までの人口

及び世帯数は次とのとおりです。 

 

人口・世帯数 

区分 
平成18年 

（2006年） 

平成19年 

（2007年） 

平成20年 

（2008年） 

平成21年 

（2009年） 

平成22年 

（2010年） 

人 口 155,900 159,300 163,300 166,100 170,400 

世帯数 67,000 68,700 70,500 72,000 73,800 

注）人口・世帯とも各年4月1日現在の数値です。 

 

 

 

 

歳入 

歳出 

事業計画 

財政収支見通し 

第３次実施計画 

56の具体的施策(計画事業と主要事業) 

５つの視点と20の重点施策 
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４ 財政の見通し 

 
計画の実行性を確保するため、計画期間における財政フレームを次のとおり設定しました。 

 

○ 歳入 

１）一般財源 

①市税・・・・・・・・・・・・・・・・・ 市税の推計にあたって、個人市民税については平成 18年度税制改正

及び人口推計を考慮して推計しました。また、固定資産税及びその他

の税については、過去の推移及び今後の動向等により推計しました。 

②交付税・交付金・・・・・・・・ 地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、地方特例交付金等

については、過去の実績や今後の動向等を考慮し推計しました。 

③繰入金（財調基金）・・・・・ 財政調整基金からの繰入金。 

④その他・・・・・・・・・・・・・・・ 使用料・手数料、諸収入の一部について、過去の実績等を考慮して推

計しました。 

 

２）特定財源 

①国・県支出金・・・・・・・・・・ 国庫支出金については、経常的に収入されると見込まれる額に               

扶助費の伸び率等を考慮し推計しました。 

②その他・・・・・・・・・・・・・・・ 使用料・手数料、諸収入の一部について、過去の実績等を考慮して推

計しました。 

 

３）実施計画特定財源 

国・県支出金については、現行制度及び今後の動向等により推計しました。 

 

○ 歳出 

１）義務的経費 

①人件費・・・・・・・・・・・・・・・ 現行の職員適正化計画の職員数及び平成 17年度の人事院勧告の内

容を基に推計しました。 

②扶助費・・・・・・・・・・・・・・・ 過去の実績等を考慮し推計しました。 

③公債費・・・・・・・・・・・・・・・ 借入残高の償還計画に新たな借入予定額にかかる償還額を加えて推

計しました。 

 

２）投資的経費 

過去の実績や今後の動向等を考慮し推計しました。 

 

３）その他経費 

物件費や維持補修費、補助費等の経費については、過去の実績や今後の動向等を考慮しつつ、経

費の伸び率を抑制し推計しました。 

 



金　　額 構成比(％)金　　額 構成比(％)伸び率(％)金　　額 構成比(％)伸び率(％)金　　額 構成比(％)

43,715 82.5 44,565 83.5 1.9 44,541 80.2 △ 0.1132,821 82.0

36,334 68.6 37,864 70.9 4.2 38,263 68.9 1.1112,461 69.5

4,734 8.9 3,496 6.6 △ 26.2 3,091 5.6 △ 11.6 11,321 7.0

1,550 2.9 2,108 3.9 36.0 2,090 3.7 △ 0.9 5,748 3.5

1,097 2.1 1,097 2.1 0.0 1,097 2.0 0.0 3,291 2.0

6,858 12.9 6,838 12.8 △ 0.3 7,291 13.1 6.6 20,987 13.0

3,438 6.5 3,588 6.7 4.4 4,041 7.3 12.6 11,067 6.9

170 0.3 － － △ 100.0 － － － 170 0.1

3,250 6.1 3,250 6.1 0.0 3,250 5.8 0.0 9,750 6.0

2,427 4.6 1,971 3.7 △ 18.8 3,728 6.7 89.1 8,126 5.0

152 0.3 84 0.2 △ 44.7 276 0.5 228.6 512 0.3

1,890 3.6 1,837 3.4 △ 2.8 3,452 6.2 87.9 7,179 4.4

385 0.7 50 0.1 △ 87.0 － － △ 100.0 435 0.3

53,000 100.0 53,374 100.0 0.7 55,560 100.0 4.1161,934 100.0

22,198 41.8 22,733 42.6 2.4 23,125 41.7 1.7 68,056 42.0

12,491 23.5 12,451 23.3 △ 0.3 12,374 22.3 △ 0.6 37,316 23.0

4,824 9.1 5,326 10.0 10.4 5,880 10.6 10.4 16,030 9.9

4,883 9.2 4,956 9.3 1.5 4,871 8.8 △ 1.7 14,710 9.1

1,790 3.4 1,900 3.5 6.1 1,900 3.4 0.0 5,590 3.5

22,835 43.1 22,614 42.4 △ 1.0 22,775 41.0 0.7 68,224 42.1

6,177 11.7 6,127 11.5 △ 0.8 7,760 13.9 26.7 20,064 12.4

4,548 8.6 4,519 8.5 △ 0.6 6,190 11.1 37.0 15,257 9.4

1,629 3.1 1,608 3.0 △ 1.3 1,570 2.8 △ 2.4 4,807 3.0

53,000 100.0 53,374 100.0 0.7 55,560 100.0 4.1161,934 100.0

金　　額 構成比(％) 金　　額 構成比(％)伸び率 金　　額 構成比(％)伸び率 金　　額 構成比(％)

21,991 100.0 22,014 100.0 0.1 22,731 100.0 3.3 66,736 100.0

750 3.4 368 1.7△ 50.9 589 2.6 60.1 1,707 2.6

（△印は　減　）

合　　計

6,927 6,495 8,349 21,771

うち実施計画経費

平成18年度 平成19年度 平成20年度

合計

（単位：百万円）

平成19年度 平成20年度 合　　計平成18年度

（△印は　減　）

歳
 
 
 
出

義務的経費

内
訳

人件費

扶助費

公債費

実施計画経費

内
訳

投資的経費

その他経費

その他

実施計画特定財源

内
訳

国・県支出金

市債

その他

歳
 
 
 
入

一般財源

内
訳

市税

繰入金（財調基金）

その他

特定財源

内
訳

国・県支出金

市債

（単位：百万円）

区　　　分
平成18年度 平成19年度 平成20年度 合　　計

(注)表中の金額については、百万円単位で表示するため、十万円以下の計画事業費を四捨五入しています。そのため、千円単位で表示している第４章
の具体的施策ごとの計画事業費の合計額と合わない場合があります。

区　　　分

※　実施計画事業経費合計(一般会計＋特別会計)

１．一般会計

２．特別会計

交付税・交付金

投資的経費

その他経費

歳入歳出総額

合計
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8,349 21,771 100%

0.03%

1,707 7.84%

6

［総　　計］ (単位：百万円)

合　　　計 750 368 589

0.00%

0 0.00%

0 0 0 0

多様な機能が生み出す魅力あふれる産
業都市

0 0 0

1,592 7.31%

0 0 0 0 0.00%

水と緑に囲まれた快適環境都市 709 332 551

合　計 構成比

109 0.50%

306

129 136 114 379

82 88 136

1,303 2,914 3,762 7,979

935 178 106 1,219

1,279 1,184 1,784

2,449 1,627 1,858

20,064 92.16%

19.51%

27.26%

5.60%

36.65%

1.74%

1.41%

4,247

5,934

2

7,760

36

6,127

平成20年度

6,495

生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉
都市

39 34

利便の高い暮らしを支える安全都市

計画実現のために

総　　　計 6,927

2 2

都　市　像 平成18年度 平成19年度

創造と交流で築く市民文化都市

３．都市像別計画事業費

平成18年度から平成20年度までの３ヵ年の都市像別の計画事業費は以下のとおりです。

都　市　像 合　計平成20年度平成19年度平成18年度

多様な機能が生み出す魅力あふれる産
業都市

計画実現のために

合　　　計 6,177

(注)表中の金額については、百万円単位で表示するため、十万円以下の計画事業費を四捨五入しています。そのため、千円
単位で表示している第４章の具体的施策ごとの計画事業費の合計額と合わない場合があります。

［一般会計］ (単位：百万円)

(単位：百万円)［特別会計］

生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉
都市

構成比

創造と交流で築く市民文化都市

水と緑に囲まれた快適環境都市

利便の高い暮らしを支える安全都市

7
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５ 計画推進にあたって 

 

第３次実施計画の推進にあたり、以下のような点に留意しながら取り組みます。 

 

１) 行政改革から都市経営へ  

 

① 新しい政策形成手法の確立 

少子・高齢化社会による社会負担の増加や福祉、保健をはじめ広範な分野での市民ニーズの増大・

多様化など、地方自治体を取り巻く環境は転換期を迎えようとしています。 

このような状況のなか、これまで第１、２次の実施計画を推進していくなかで、行政が担うものはなにか、

民に任せるべきことは何か、ということを見極めながら事業を推進してきました。 

今後も、「民でできることは民に」を基調としながら、これまで以上にサービスの目的や対象、提供主

体、事業主体などを適切に選択していく施策の形成手法の確立が求められていることから、これまで取

り組んできた行政評価を進めるとともに新たな政策形成手法に取り組みます。 

 

② 効率性の追求 

行政サービスについては、質を確保しながら、トータルコストの縮減が図られるよう、指定管理者制度

の活用や民間委託の推進など、民間活用に取り組みます。 

あわせて施設などの整備にあたっては、合理的な規模、内容について十分検討し、ＰＦＩ手法の適切

な活用やプロポーザル・デザインビルドなどの手法を導入し、質を確保しつつ建設コストの縮減に取り組

みます。 

 

２) 民と官でつくる新しい公  

 

地方分権の流れのなかで、個性的かつ魅力的なまちづくりを進めていくために、市民と行政の連携

強化の必要性はますます高まっています。 

市民と行政が協働したまちづくりを進めていくためには、政策形成プロセスの透明性を高めていくこと

が重要であることから、情報の公開と提供をさらに進め、パブリックコメントなど市民参加推進条例にもと

づく市民参画を進めます。 

また、地域に暮らし、活動する市民や公益的な団体は、地域の実情や課題を身近にとらえ、公的サ

ービスの担い手として大きな潜在力と可能性をもっています。 

様々な分野において、ボランティアやＮＰＯ等を含めた様々な市民層の知恵とパワーを結集して、民

と官でつくる「新しい公」の実現を目指します。 
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